
 

 

 

〔第一問

問１ ⑴

非支配

国法人

として

権❶を

益金不

 

 

問１ ⑴

 （「短

受取配

配当等

じくす

ては、

 

 

 

（「自己

受取配

の取得

ものに

 

 

 

 

８月５日

得点

問〕 

⑴① 

配目的株式等と

人の発行済株式

一定の場合の

いう。 

不算入割合は

⑴② 

期保有」に

配当等の益金不

等の額の支払い

する株式等をそ

適用しない❶

己株式の取

配当等の益金不

得をした場合の

については、適

日(金) 20

点すべき箇

第

解答は弊社

とは、内国法

式等（当該他

の当該他の内

は、20％❶で

に係るもの

不算入の規定

いに係る基準

その基準日等

❶。 

得」に係る

不算入の規定

のその取得を

適用しない❶

0:00 より解

箇所、合格

第72回税理士試

社独自の見解に基

法人（その内国

他の内国法人

内国法人の株

ある。 

） 

定は、その配当

準日等以前１

等後２月以内

るもの） 

定は、内国法

をした株式等

❶。 

解答速報会

格ラインの

試験 法人税

基づき作成するも

国法人との間

が有する自己

式等（完全子

当等の額（み

月以内に取得

に譲渡した場

人が発行法人

に係るみなし

会を LIVE

の目安など

法解答速報

もので、主催者

また、解

間に完全支配

己株式等を除

子法人株式等

みなし配当の

得し❶、かつ

場合のその譲

人による自己

し配当の額❶

E 配信で実

ど一挙公開

第１版(2022年

の解答を保証す

答は予告なく変

関係がある他

除く｡）の５％

等を除く｡）及

額を除く。）

、その株式等

譲渡した株式等

己株式等の取得

❶で、その予定

無断

実施！！ 

開！！ 

年 8 月５日 13

するものではあり

変更することがあ

他の法人を含

％以下の株式

及び特定株式

の元本であ

等又はその株

等に係る配当

得が予定され

定されていた

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

3:00現在) 

りません。 

あります。 

含む。）が他の

等を有する場

投資信託の受

る株式等をそ

式等と銘柄を

当等の額につ

れている株式

事由に基因す

の内

場合

受益

その

を同

つい 

式等 

する



 

 

 

問１ ⑴

内国法

子の額

その配

❶とす

① 関

② そ

 

 

 

 

 

 

問１ ⑵

 （益金

⑴ み

16

※

⑵ 益

  80

   

 

  

 

８月５日

得点

⑴③ 

法人が関連法人

額として一定の

配当等の額に

する。 

関連法人株式

その事業年度

⑵① 

金不算入額

みなし配当の

60,000,000－

※ 400,000,

益金不算入額 

0,000,000－8

日(金) 20

点すべき箇

人株式等に係

の計算した金

に係る利子の

式等に係る配

度の支払負債

として算出

の額 

－100,000,0

000×0.25＝

80,000,000×

0:00 より解

箇所、合格

係る配当等の額

金額を控除し

額として一定

当等の額×

利子の額×1

出される金

00※×80％＝

＝100,000,00

×５％＝76,00

 

解答速報会

格ラインの

額を受けると

た金額は、各

定の計算した

４％ 

10％❶ 

額及びその

＝80,000,000

00円＜160,0

00,000円❶

会を LIVE

の目安など

ときは、その配

各事業年度の

た金額は、次

の計算過程

0円  

000,000円

E 配信で実

ど一挙公開

配当等の額か

の益金の額に算

次のいずれか

） 

 ∴ 100,

無断

実施！！ 

開！！ 

からその配当

算入しない❶

かの金額のう

000,000円❶

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

等の額に係る

❶。 

うち少ない金

❶ 

る利

金額



 

 

 

問１ ⑵

 （法的

⑴ み

 法

の額

の金

⑵ 外

内

その

⑶ 外

次

① 

ど

 ② 

 

 

 

問１ ⑵

 （譲渡

⑴ 譲

16

⑵ 譲

 ① 

 ② 

③（

⑶ 譲

  ⑵

８月５日

得点

⑵①（続き

的な理由） 

みなし配当 

法人の株主等で

額の合計額がそ

金額は、剰余金

外国子会社配当

国法人が外国

の剰余金の配当

外国子会社の

次の要件を満

その外国法

どが25％以上

①の状態が

⑵② 

渡損益の額

譲渡対価 

60,000,000－

譲渡原価 

800,000,000

80,000,0

 800,000,00

（800,000,000

譲渡損 

⑵－⑴＝61,00

日(金) 20

点すべき箇

） 

である内国法

その法人の資

金の配当等の

当等の益金不

国子会社から

当等の額の５

の意義 

満たす外国法

法人の発行済株

❶であるこ

が剰余金の配

として算出

－80,000,00

0×0.2＝160,

000

0－①
＝12.5

0－①―76,00

00,000円❶ 

0:00 より解

箇所、合格

法人が資本の

資本金等の額

の額とみなす❶

不算入 

ら受ける剰余金

５％相当額を控

人をいう。

株式等のうち

と。 

当等の額の支

出される金

0＝80,000,0

000,000円

5％＞10％

00,000）×0

解答速報会

格ラインの

払戻しにより

のうちその交

❶。 

金の配当等の

控除した金額

ちにその内国

支払義務確定

額及びその

000円❶ 

∴ 帳簿価

.25＝141,00

会を LIVE

の目安など

り金銭等の交

交付基因株式

の額がある場

額は、各事業

国法人が保有

定日以前６月

の計算過程

額の調整 

00,000円 

E 配信で実

ど一挙公開

交付を受けた場

式等に対応する

場合❶には、そ

業年度の益金の

有しているそ

月以上継続❶

） 

無断

実施！！ 

開！！ 

場合❶におい

る部分の金額

その剰余金の

の額に算入し

その株式等の

❶であること

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

いて、その金銭

額を超える部

配当等の額か

しない❶。 

の占める割合

と。 

銭等

部分 

から

合な



 

 

 

問１ ⑵
 （法的

⑴ 有

内

を控

力発

① 

除

② 

⑵ 資

内

にお

簿価

⑶ 子

内

が当

等の

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

８月５日

得点

⑵②（続き
的な理由） 

有価証券の譲渡

国法人は、有

控除した金額）

発生日その他の

その有価証

除した金額）

その有価証

資本の払戻し

内国法人が所

おける⑴の規

価額に払戻等

子会社からの

内国法人が特

当該他の法人

の額に係る益

日(金) 20

点すべき箇

） 

渡損益 

有価証券の譲

）は、その譲

の一定の日）

証券の譲渡時

❶ 

証券の譲渡原価

の場合 

所有株式を発行

規定の適用に

等割合を乗じ

の配当を受け

特定支配関係

人の株式等の

益金不算入相

0:00 より解

箇所、合格

譲渡に係る譲渡

譲渡契約日（剰

の属する事

の有償による

価の額（一単

行した法人の

ついては、⑴

て計算した金

た場合の帳簿

がある他の法

帳簿価額の1

当額を減算

解答速報会

格ラインの

渡利益額（①

剰余金の配当

業年度の益金

るその譲渡に

単位当たりの

の資本の払戻

⑴②に掲げる

金額❶とする

簿価額の調整

法人から配当

10％相当額を

した金額とす

会を LIVE

の目安など

①から②を控

当その他の一定

金の額又は損

により通常得

の帳簿価額×

戻しとして金

る金額は、そ

る。 

整 

当等の額を受

を超えるとき

する。❶ 

E 配信で実

ど一挙公開

除した金額）

定の事由によ

損金の額に算入

得べき対価の

×譲渡をした

金銭その他の

その所有株式

受ける場合に

きは、その帳

無断

実施！！ 

開！！ 

又は譲渡損

よるものであ

入❶する。 

の額（みなし

た有価証券の

の資産の交付

式の払戻し等

において、対

帳簿価額から

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

損失額（②から

ある場合には、

し配当の額を

の数）❶ 

付を受けた場

等の直前の帳

対象配当等の

らその対象配

ら①

、効

を控

場合

帳 

の額

配当



 

 

 

問２ ⑴

還付請

 （算出

還付税

2,320,

 

（法的

⑴ 欠

青

人は

とが

(注) 

⑵ 解

  繰

じた

する

の適

 

 

 

 

 

問２ ⑵

清算第

清算第

８月５日

得点

⑴ 

請求書の提

出される法

税額は1,160,0

000×
5,000

10,000

な理由） 

欠損金の繰戻

青色申告書であ

は、その確定申

ができる❶。 

還付所得事業

還付所得事業

解散の場合 

繰戻し還付の

た場合におい

る事業年度に

適用を受けた

⑵① 

第１期 令

第２期 令

日(金) 20

点すべき箇

提出期限 

人税額の還

000円❶ 

,000

0,000
＝1,160

し還付 

ある確定申告

申告書の提出

業年度の法人

業年度とは、

の原則の規定

いて、その事

おいて生じ

たものを除く

令和３年７月

令和４年７月

0:00 より解

箇所、合格

令和４年６

還付税額及

0,000円❶ 

告書を提出す

出と同時に、納

人税額×
欠損

還付

欠損事業年度

は、内国法人

実が生じた

た欠損金額

。）がある

１日から令和

１日から令和

解答速報会

格ラインの

月29日❷ 

びその計算

る事業年度に

納税地の所轄

損事業年度の

所得事業年度

度開始の日前

人につき解散

日前１年以内

（青色申告書

るときにおい

和４年６月3

和４年10月3

会を LIVE

の目安など

算過程） 

において生じ

轄税務署長に対

の欠損金額

度の所得金額

前１年以内に

散（適格合併

内に終了した

書を提出した

て準用❶す

30日まで❶

31日まで❶

E 配信で実

ど一挙公開

じた欠損金額が

対し、次の法

額
❶ 

に開始したいず

併による解散

たいずれかの

た事業年度で

る。 

無断

実施！！ 

開！！ 

がある場合に

法人税額の還

ずれかの事業

散を除く。）

の事業年度❶

で生じた欠損

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

には、その内国

付を請求する

業年度❶をい

の事実❶が

❶又は同日の

損金の繰越控

国法

るこ

いう。

が生

の属

控除



 

 

 

 

問２ ⑵

清算第

清算第

問２ ⑶

  （未処

⑴ 引

 内

人の

た未

⑵ 引

⑴

る事

遅い

含ま

① 

と

② 

前

 

 

 

 

 

 

 

８月５日

得点

⑵② 

第１期 
中

確

第２期 
中

確

⑶ 

処理欠損金

引継ぎ 

国法人との間

のその残余財産

未処理欠損金額

継制限 

⑴の未処理欠損

事業年度開始の

い日から継続し

ない❶。 

支配関係事

なった日の

支配関係事

前等から他の

日(金) 20

点すべき箇

中間申告書は

確定申告書の

中間申告書は

確定申告書の

金額に関する

間に完全支配

産の確定の日

額は、その内

損金額には、当

の日の５年前

して支配関係

事業年度（株

属する事業年

事業年度以後

内国法人が有

0:00 より解

箇所、合格

清算中のため

提出期限は令

清算中のため

提出期限は令

る課税上の

配関係がある他

日の翌日前10

内国法人にお

当該他の内国

前の日、当該他

係がある場合

主等である内

年度）前の各

の各事業年度

有していた含

解答速報会

格ラインの

め、提出義務

令和４年９月

め、提出義務

令和４年11月

の取扱い・法

他の内国法人

年（一定の場

いて生じた欠

国法人と内国

他の内国法人

に該当しない

内国法人と他

各事業年度で

度で生じた欠

含み損のある

会を LIVE

の目安など

務なし❶ 

月30日まで❶

務なし 

月30日まで❶

法的理由）

人の残余財産

場合は９年）以

欠損金額とみ

国法人との間に

人の設立の日又

い場合❶には

他の内国法人

で生じた欠損

欠損金額のう

る資産の純損

E 配信で実

ど一挙公開

❶ 

❶ 

 

産が確定した場

以内に開始し

みなす❶。 

にその残余財

又はその内国

は、当該他の内

人との間に最

損金額❶ 

うち特定資産

損失額）相当

無断

実施！！ 

開！！ 

場合❶には、

した各事業年

財産の確定の

国法人の設立

内国法人の次

最後に支配関

産譲渡等損失

当額からなる

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

当該他の内国

度において生

日の翌日の属

の日のうち最

次の欠損金額

関係があるこ

失額（支配関

る部分の金額

国法

生じ

属す

最も

額を 

こと

関係

額❶ 

 



 

 

 

 

問２ ⑶

  （株式

⑴ 譲

 内

る。）

譲渡

⑵ 資

内

等の

ない

銭等

 

 

 

 

 

８月５日

得点

⑶（続き） 

式の譲渡損

譲渡対価の額

国法人が、所

のみなし配

渡により通常得

資本金等の額 

国法人がみな

の交付を受けた

いことが確定し

等の額の合計額

日(金) 20

点すべき箇

損益の額に関

額 

所有株式を発

配当事由によ

得べき対価の

なし配当事由

た場合又は当

した場合を含

額を減算した

0:00 より解

箇所、合格

関する課税

発行した他の

り金銭等の交

の額は、譲渡

由によりその

当該他の内国法

含む。❶）のみ

た金額相当額

 

解答速報会

格ラインの

税上の取扱

内国法人（そ

交付を受けた

原価の額相当

内国法人との

法人の株式を

みなし配当の

は、資本金等

会を LIVE

の目安など

い・法的理

その内国法人

た場合その他一

当額❶とする

の間に完全支

を有しないこ

の額及び有価証

等の額の減少

E 配信で実

ど一挙公開

理由） 

人との間に完全

一定の場合❶

る。 

支配関係がある

こととなった場

証券の譲渡原

少額❶とする。

無断

実施！！ 

開！！ 

全支配関係が

❶の譲渡時の

る他の内国法

場合（残余財

原価の額の合

。 

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

があるものに

有償によるそ

法人から❶金

産の分配を受

計額からその

【合計50点

に限 

その

金銭 

受け

の金

点】 



 

 

 

〔第二問

   問 

  別表四

区 

当 期

加 
 

算 

損

損

損

損

普

定

前

役

機

器

Ｂ

暗

Ｅ

 

 

８月５日

得点

問〕 

四 所得金額

     

期 利 益 又 は

損金経理納税

損金経理法人

損金経理住民

損金経理附帯

普通預金ｂ計

定期預金ｃ計

前払費用計上

役員給与損金

機械装置ｍ減

器具備品n減価

ＢＴＣ取得価

暗号資産譲渡

ＥＴＨ評価益

日(金) 20

点すべき箇

額の計算に関

     

は 当 期 欠 損

税充当金 

人税及び地方法

民税  

帯税等 

計上もれ 

計上もれ 

上もれ 

金不算入額 

減価償却超過額

価償却超過額

価額計上もれ 

渡利益額計上も

益計上もれ 

0:00 より解

箇所、合格

する明細書

 分 総

損 の 額 ★

★

法人税 ★

★

★

★

★

★

★

額 ★

額 ★

★

もれ ★

★

解答速報会

格ラインの

     

総    額

48,200,000

19,800,000

10,297,000

 1,037,800

     8,000

    50,000

 1,000,000

    15,000

   720,000

 1,252,778

   613,334

      500

   210,624

    80,500

会を LIVE

の目安など

      

額 
処

留  

0   48,

0 ★ 19,

0 ★  10,

0 ★   1,

0 

0 ★    

0 ★   1,

0 ★    

0 

8 ★   1,

4 ★    

0 ★     

4 ★     

0 ★     

 

E 配信で実

ど一挙公開

     

     

  保 

200,000 

800,000 

297,000 

037,800 

 

 50,000 

000,000 

 15,000 

 

252,778 

613,334 

    500 

210,624 

 80,500 

 

無断

実施！！ 

開！！ 

    （単

      

社 外 流

★    

★    72

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

単位：円） 

分 

流 出 

 

 

 

8,000 

 

 

 

20,000 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別表四 

加 
 

算 

 

 

 

減 
 

算 

納

貯

事

Ｂ

 

 

寄附金

控除対

所

８月５日

得点

所得金額の

小

納税充当金支

貯蔵品ａ計上

事務所用建物Ｌ

ＢＴＣ評価損

小

仮  

金の損金不算

対象外国法人

合  

所 得 金 額 又

日(金) 20

点すべき箇

の計算に関す

小   計 

支出事業税等 

上もれ認容 

Ｌ減価償却超過

損計上もれ 

小  計 

   計 

算入額 

人税 

  計 

 

 

又 は 欠 損 金

0:00 より解

箇所、合格

る明細書（続

★

★

過額認容 ★

★

★

金 額 

解答速報会

格ラインの

続き）   

35,085,536

★ 2,855,000

★ 1,200,000

★   212,000

★   112,224

4,379,224

78,906,312

1,254,336

★    27,000

80,187,648

80,187,648

会を LIVE

の目安など

      

★  2,8

★  1,2

★    2

★    1

E 配信で実

ど一挙公開

     

 

 

 

 

855,000 

200,000 

212,000 

12,224 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

無断

実施！！ 

開！！ 

   （単

1,25

★    2

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54,336 

27,000 

 

 

 

 



 

 

 

 

【資料

１．納税

２．損金

３．損金

４．損金

 

 

 

【資料

１．普通

  10,

２．定期

  100

３．前渡

  外貨

４．買掛

 （106

  ※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８月５日

得点

１】に関する

税充当金支出

金経理法人税

金経理住民税

金経理附帯税

２】に関する

通預金ｂ計上

000,000×0.

期預金ｃ計上

0,000,000×0

渡金ｄ 

貨建資産等に

掛金ｅ・前払

6－105）×20

１

４
＞

17

107
  

日(金) 20

点すべき箇

る事項の計算

出事業税等 

税及び地方法

税 1,010,00

税等 5,000＋

る事項の計算

上もれ 

.100－950,0

上もれ 

0.100－9,00

に該当しない

払費用計上も

0,000 ドル－

∴ 
１

４
 

0:00 より解

箇所、合格

過程 

11,200,000－

人税  9,0

0＋27,800＝

＋3,000＝8,0

過程 

00＝50,000

0,000＝1,00

ため換算不要

れ 

－（106－105）

 

解答速報会

格ラインの

－（6,850,00

060,000＋278

＝1,037,800

000 

00,000 

要 ★ 

）×20,000

会を LIVE

の目安など

00＋705,000

8,400＋930,0

ドル×
１

４
※＝

E 配信で実

ど一挙公開

＋790,000）

000＋28,600

15,000 

無断

実施！！ 

開！！ 

＝2,855,000

＝10,297,00

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

0 

00 



 

 

 

【資料

１．同族

 ⑴ 

   

 ⑵ Ｈ

   Ｈ

 ⑶ 

   

⑷ ⑴

２．使用

氏名 

Ⅰ 

Ｊ 

  Ｋは経

３．損金

 ⑴ 

 ⑵ Ｇ

 ⑶ Ｊ

 ⑷ ⑴

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８月５日

得点

３】に関する

族会社の判定

Ｆグループ 

Ｆ28％＋Ｇ20

Ｈグループ 

Ｈ５％＋Ｊ４

Ｉグループ 

Ｉ５％ 

⑴＋⑵＋⑶＝

用人兼務役員

 50％超 1

 ×  

 〇  

経営に従事と

金不算入給与

Ｆ（750,000

Ｇ 100,000 

Ｊ 420,000 

⑴＋⑵＋⑶＝

日(金) 20

点すべき箇

る事項の計算

定 

0％＝48％ 

４％＋Ｋ３％

＝65％＞50％

員等の判定 

10％超 ５％

－  －

〇  〇

となっていな

与 

－700,000）

＝720,000 

0:00 より解

箇所、合格

過程 

＝12％ 

 ∴ 同族

％超  判

     使用人

 役  

いが、役員の

×４月分＝2

解答速報会

格ラインの

族会社 ★

 定 

人兼務役員 ★

   員

の親族である

200,000  

会を LIVE

の目安など

★ 

★ 

るため、特殊関

E 配信で実

ど一挙公開

関係使用人 

無断

実施！！ 

開！！ 

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 



 

 

 

 

【資料４

１．事務

⑴ 償

0

⑵ 償

8

⑶ 償

1

２．機械

⑴ 判

 1

 ※

⑵ 償

0

⑶ 償

 ① 

  ② 

  ③ 

⑷ 償

(5

３．中小

 ⑴ 

0

0

 ⑵ 3

＝

 

 

８月５日

得点

４】に関する

務所用建物Ｌ

償却率の調整

0.027×
９

12
＝0

償却限度額 

80,000,000×

償却超過額認

1,300,000－⑵

械装置ｍ 

判 定 

12,500,000※

※ 12,000,0

償却率の調整

0.286×
９

12
＝0

償却限度額 

普通 12,5

特別 12,5

①＋②＝4,

償却超過額 

5,100,000＋3

小企業者等の

ｎとoの選択

0.500×
９

12
＝0

0.375×
８

９
＝0

3,000,000×
1

＝2,200,000 

日(金) 20

点すべき箇

る事項の計算

Ｌ 

整 

0.02025  →

×0.9×0.021

認容 

⑵＝△212,0

×0.286＝3,

000＋300,00

整 

0.2145  → 

500,000×0.

500,000×30

,347,222 

300,000＋20

の少額減価償

（どちらも取

0.375（小数

0.333…＞
９

36

９

12
＝2,250,0

損金算入 

0:00 より解

箇所、合格

過程 

 0.021（小

＝1,512,000

00  212,0

575,000≧12

0＋200,000＝

0.215（小数

215×
２

９
＝59

％＝3,750,0

0,000)－⑶＝

却資産 

取得価額10万

点以下３位未

 oを優先

00≧o 820,0

★ 

解答速報会

格ラインの

小数点以下３位

0 

000＜296,000

2,500,000×0

＝12,500,000

数点以下３位

97,222 ★

000 

＝1,252,778

万円以上30万円

未満切上）

先 

000（５台）＋

会を LIVE

の目安など

位未満切上）

0  ∴ 212

0.08680＝1,

0 

位未満切上）

円未満） 

 

＋ｎ1,380,00

E 配信で実

ど一挙公開

 

2,000 

085,000  

00（６台） 

無断

実施！！ 

開！！ 

∴ 償却率の

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

の調整 



 

 

 

【資料４

４．器具

⑴ 償

2

⑵ 償

2

 

 

 

 

 

 

【資料

１．令和

 ⑴ 譲

 ⑵ 譲

   4

 ⑶ 譲

   ⑴

２．令和

 ⑴ 譲

 ⑵ 譲

   4

   ※

⑶ 譲

   ⑴

３．譲渡

４．ＢＴ

 ⑴ 税

   4

 

８月５日

得点

４】に関する

具備品n 

償却限度額

230,000×４

償却超過額 

230,000×４

５】に関する

和４年８.20

譲渡対価  

譲渡原価 

4,528,800×
0

0

譲渡益計上も

⑴－⑵＝12,5

和４年 10.５

譲渡対価  

譲渡原価 

4,724,100※×

※ 4,528,80

譲渡益計上も

⑴－⑵＝198,

渡益計上もれ

ＴＣ評価損計

税務上簿価 

4,724,100－3

日(金) 20

点すべき箇

る事項の計算

（事業供用事

×0.375×
８

９

－⑴＝613,3

る事項の計算

決済 

318,500 

0.05

0.74
＝306,0

もれ 

500  

決済 

4,186,000 

×
0.65

0.77
＝3,98

00－306,000

もれ 

,124 

れ合計  12

計上もれ 

3,987,876＝

0:00 より解

箇所、合格

過程（続き）

業年度のため

＝306,666

34 

過程 

00 

87,876 

＋501,300＝

,500＋198,1

736,224 

解答速報会

格ラインの

 

め調整前償却

＝4,724,100

24＝210,624

会を LIVE

の目安など

却額が保証額以

4 

E 配信で実

ど一挙公開

以上） 

無断

実施！！ 

開！！ 

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 



 

 

 

【資料

 ⑵ 時

  （0

 ⑶ 評

５．ＥＴ

 ⑴ 税

   5

 ⑵ 時

   5

 ⑶ 評

【資料

⑴ 支

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑵ 損

① 

[

② 

[

⑶ 損

① 

② 

③ 

 

８月５日

得点

５】に関する

時価評価 

0.77－0.65）

評価損計上も

ＴＨ評価益計

税務上簿価 

520,000×8.0

時価評価 

530,000×8.0

評価益計上も

６】に関する

支出寄附金(

指定寄附金

特定公益増

一般寄附金

国外関連者

合 計 ①

損金算入限度

一般寄附金

[ (70,000,00

特別損金算

[ (70,000,00

損金不算入額

国外関連者

①以外 

⑴⑤－⑴④

※ ⑴②＜

①＋②＝1,

日(金) 20

点すべき箇

る事項の計算

×5,200,00

もれ  ⑴－

計上もれ 

05＝4,186,0

05＝4,266,5

もれ   ⑵

る事項の計算

内訳★) 

金等 100,00

増進法人等 

金 800,000 

者 1,000,00

①＋②＋③＋

度額(算式★)

金の損金算入

00＋10,000,

算入限度額 

00＋10,000,

額(算式★) 

者に対するも

④－⑴①－※⑴

＜⑵②  ∴

,254,336 

0:00 より解

箇所、合格

過程（続き）

0＝624,000

⑵＝112,224

00 

00 

－⑴＝80,50

過程 

0 

300,000＋20

0 

④＝2,400,0

限度額 

000)×
９

12
×

1

000)×
９

12
×

3

1

の 1,000,0

⑴②－⑵①＝

⑴② 

 

解答速報会

格ラインの

 

4 

00 

00,000＝500,

000 

2.5

,000
＋(78,9

3.75

,000
＋(78,9

000 

＝254,336 

会を LIVE

の目安など

000 

906,312＋⑴⑤

906,312＋⑴⑤

E 配信で実

ど一挙公開

⑤)×
2.5

100
]×

⑤)×
6.25

100
]×

無断

実施！！ 

開！！ 

１

４
＝545,664

×
１

２
＝2,653,

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

4 

322 



 

 

 

別表一 各

 区   

所得

又は欠

法人

法人

特別

差引法

法人

控

差引所得

法人

中間

法人

差

法人

８月５日

得点

各事業年度の

     

得金額 

欠損金額 

人税額 

人税額の 

別控除額 

法人税額 

 

 

人税額計 

除税額 

得に対する 

人税額 

申告分の 

人税額 

引確定 

人税額 

日(金) 20

点すべき箇

の所得に係る

分 金 

 

 

 

 

 

 

 
（百円

 ★ 

 

0:00 より解

箇所、合格

申告書－内国

    額

80,187,000

18,111,384

18,111,384

18,111,384

27,000

18,084,300

円未満切捨）

 9,060,000

9,024,300

解答速報会

格ラインの

国法人の分

額 計

0 
【法人税

⑴ 年8

  8,0

⑵ 年8

  80,

⑶ 法人

  ⑴

   
【法人税

4 

 

4 

 

【法人税

 

 

 

 

 

 

 

【控除税

 ⑴ 控

 ⑵ 控

   1

※

⑶

 

4 

0 

0 

 

0 

0 完了★

会を LIVE

の目安など

計     

税額】 

800万円以下

000,000×
９

12

800万円超の

,187,000－6

人税額 

×15％＋⑵×

税額の計算】

税額の特別控

税額】 

控除対象外国

控除限度額(

18,111,384×

① 243,0

② 80,18

③ ①＜②

⑴＜⑵  

E 配信で実

ど一挙公開

算     

の金額 

＝6,000,000

金額 

,000,000＝7

×23.2％＝18

控除額】 

国法人税  

算式★) 

×
270,000※

80,187,648

00＋27,000＝

7,648×90％

②  ∴ 27

∴ 27,000 

配点：★

無断

実施！！ 

開！！ 

過    

0 ★ 

74,187,000 

8,111,384 

 27,000 

8
＝60,982 

＝270,000 

％＝72,168,88

70,000 

★１つにつき

【合計50

 

 

 

 

 

 

 

断転写禁 

 程 

83 

１点 

0点】 



 

第一問 

本年の理

理論サイク

重要な規定

的に解答困

場合の欠損

 

第二問 

一見難し

度、ボリュ

もちろん

いところで

 

予想合格

以上より

報会でご説

 

第一問 

35～40点

 

次ページ

第

理論問題は、質

クル的には短

定であること

困難な箇所も

損金の繰戻還

しそうに見え

ュームが多い

ん、合格点は

で失点を極力

ボーダー

り、予想合格

説明いたしま

第二

点 34～3

ジに、次年

第72回 

質疑応答事

短期間での出

とには違いあ

もありました

還付について

えるところも

いため、正確

は満点であり

力少なくして

ライン 

格ラインは次

ます。 

二問 合

38点 69

 

年度に向け

税理士

例が出題さ

出題となった

ありませんの

たが、ネット

ては、的中と

も、解答不能

確性及びスピ

りませんので

ていくのが、

次のとおりと

合 計 

9～78点

けた自己採

士試験

れた昨年と

たみなし配当

ので、上位者

トスクールで

となりました

能と思われる

ピード力があ

で、難易度が

合格への鍵

と考えられま

採点結果

法人税

は打って変

当及び受取配

者は、確実に

では、難易度

た。 

るところは、

ある方が有利

が比較的高い

鍵となります

ます。詳し

果・タイプ別

法 講評

変わって、規定

配当等の益金

に点数を取

度が比較的高

、特にありま

利になった

いところを飛

す。 

くは、８月

別コースガ

評 

定中心の問

金不算入制

ると思われ

高いと思わ

ません。た

と思われま

飛ばして、

５日20時か

ガイド掲載

題でした。

度ですが、

ます。部分

れる解散の

だ、ある程

す。 

難易度が低

らの解答速

載中！

 

程

低

速



 

 

 第 72 回

に向けた準

解消するた

ールの予想

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注） 

ま

 

第 72 回

す。 

ネットス

ます。ご受

第 7

78 点

69～7

59～6

58 点

税理士試験

準備のスター

ため、フロー

想配点に基づ

配点によっ

ます。 

税理士試験

スクールでは

受講、お待ち

73 回税

点以上 

77 点 

68 点 

点以下 

験の受験お疲

ートです。第

ーチャート

づくものに

って、上記

験に向けた受

は、みなさ

ちしており

税理士

受

疲れ様でし

第 73 回税理

で確認して

なります。

記分析は異な

受験対策講

んの合格へ

ます。 

士試験

受験科目の
どうしても心

次の科目
進みたい

た。今年の

理士試験受験

てみて下さい

 

なります。本

座は、令和

へのサポー

受験に

のことが 
心配 

目に 
い 

の本試験も終

験に向けた

い。なお、

本試験の配

和４年８月 2

トを経験豊

に向け

No

Yes

No

Yes

終わり、第

科目選択や

下記に示す

点は、試験

29 日より、

富な講師陣

けたコ

Ａタイプ
今回の試
なり高いの
の準備に
向けてスタ

Ｂタイプ
最終的な
なければ
ことを考え
プに進み

Ｃタイプ
心配なとこ
スの申込
しょう。そ
むことも忘

Ｄタイプ
年内上級
受験した科
からＵＰさ
目のことも

Ｅタイプ
もう一度、
っかりと学
めします。
に力を身

73 回税理士

やコース選択

す点数は、ネ

験委員のみ知

各科目順次

陣を中心に行

ース案

プ 
試験の合格可
ので、早めに

に取りかかって
タートダッシュ

プ 
な結果は 12 月

なりませんが
えると、早く次
ましょう！ 

プ 
ころは、年内

込みで早めに解
の上で、次の

忘れずに。 

プ 
級コースの申
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[第一問] 

問１ 配当等を受け取った場合の課税上の取扱い 

 ⑴ 受取配当等の益金不算入制度 

基本的に理論集どおりに解答することになります。 

関連法人株式等に係る益金不算入については、答案用紙のスペースから控除負債利子の計算につ

いて、計算の知識から解答するのが好ましいです。 

⑵ 事例問題 

 ① みなし配当（資本の払戻し）に係る益金不算入額の計算及び法的な理由 

   当期に受け取った資本の払戻し（令和４年10月１日）について、次の計算をします。 

資本の払戻しによる
交付金銭等の価額 －

払 戻 等 対 応
資本金額等※１ ×

払戻等に係る当社所有株式数

 発行済株式総数
 

※１ 払戻法人の払戻直前の資本金等の額×払戻割合※2＝×× 

≷払い戻しにより減少した資本剰余金の額  ∴ いずれか少 

本問は、外国子会社からのみなし配当のため、その配当等の額からその配当等の額の５％相当

額を控除した金額が益金不算入となります。 

法的な理由は理論集どおり解答します。 

 ② ①に伴う有価証券の譲渡損益 

資本の払戻しを受けた場合には、有価証券を部分的に譲渡したものと考え、譲渡原価を計上し、

譲渡損益を認識することになります。資本の払戻し後における税務上の帳簿価額は、次の算式に

より計算します。 

払戻し直前の帳簿価額 － 払戻し直前の帳簿価額×払戻割合 

ただし、本問の場合は、まず、払戻し直前の帳簿価額を計算しなければなりません。 

当初帳簿価額は800,000,000円でしたが、前期においても資本の払戻しを受けているため、前期

の資本の払戻しに係る譲渡原価を求めて、払戻し直前の帳簿価額を計算します。 

   イ 前期の資本の払戻しに係る譲渡原価 

     800,000,000×0.2＝160,000,000円 

   ロ 払戻し直前の帳簿価額 

     800,000,000－イ＝640,000,000円 

   ハ 子会社からの配当及び子会社株式の譲渡を組み合わせた国際的な租税回避への対応 

内国法人が他の法人から配当等の額を受ける場合において、対象配当等の額（本問は外国子

会社配当等の額80,000,000円）が当該他の法人の株式等の帳簿価額（本問の場合は当初取得価

額800,000,000円から前期の譲渡原価の160,000,000円を控除した金額）の10％相当額を超える

ときは、その株式等のその基準時の直前における帳簿価額は、その帳簿価額からその対象配当

等の額に係る益金不算入相当額（本問は76,000,000円）を減算した金額とされます。 

ただし、対象配当等の額及び同一事業年度内配当等の額の合計額が2,000万円を超えない場

合は、適用除外となります。 
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ニ 当期の資本の払戻しに係る譲渡原価 

     (640,000,000－76,000,000）×0.25＝141,000,000円 

法的な理由は、基本的に理論集どおり解答しますが、資本の払戻しの場合は、計算の知識で解

答します。 

  

問２ 解散した場合の課税関係 

 ⑴ 欠損金の繰戻し還付（解散の場合の欠損金の繰戻し還付のため、中小法人以外でも適用可です。） 

① 繰戻し還付の原則の準用 

繰戻し還付の原則の規定は、内国法人につき解散（適格合併による解散を除く。）、事業の全部

の譲渡、更生手続開始その他一定の事実が生じた場合において、その事実が生じた日（本問の解

散の日は令和３年６月30日です。）前１年以内に終了したいずれかの事業年度（本問の場合は令和

２年４月１日～令和３年３月31日の事業年度）又は同日（本問の解散の日は令和３年６月30日で

す。）の属する事業年度（本問の場合は令和３年４月１日～令和３年６月30日の事業年度）におい

て生じた欠損金額（青色申告書を提出した事業年度で生じた欠損金の繰越控除の適用を受けたも

のを除く。）があるときにおいて準用されます。 

本問の場合は、令和３年４月１日～令和３年６月30日の事業年度の前事業年度は、欠損金が生

じているため、還付所得事業年度とすることはできません。一方、令和２年４月１日～令和３年

３月31日の事業年度の前事業年度は、還付所得事業年度となり、繰戻し還付の適用を受けること

ができます。 

② 申告要件 

この場合において、還付の請求をすることができる期限は、その事実が生じた日（本問の解散

の日は令和３年６月30日です。）以後１年（本問の場合は令和４年６月29日となります。）以内と

され、また、還付所得事業年度から欠損事業年度までの各事業年度について連続して青色申告書

ある確定申告書を提出している場合に限り適用とされています。 

⑵ 清算中の事業年度 

 ① 事業年度の特例 

会社法上、株式会社が株主総会の決議により解散した場合は、解散の日の翌日から解散の日の（１

年後の）応当日までが清算事務年度となります。法人税法上のいわゆる「清算事業年度」（条文上

は「事業年度の特例」）は、会社法上の清算事務年度と一致させています。 

また、残余財産の確定の日が法人の最後の日となります。 

 ② 申告書の提出期限 

   清算中のため、中間申告書の提出義務はありません。 

   清算第１期の確定申告書の提出期限は、１月延長があることに注意が必要です。 

   清算第２期の確定申告書の提出期限は、残余財産が確定した場合の提出期限となります。この場

合は、１月延長は認められません。 

⑶ 未処理欠損金額に関する課税上の取扱い及び所有している残余財産確定法人の発行株式の取扱い 

 完全支配関係があるグループ法人内の法人について、残余財産が確定した場合には、欠損金額が引
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継がれることになります。 

完全支配関係がある子法人が清算した場合のその子法人株式の譲渡損益については、その子法人株

式を簿価で譲渡したものとして、親法人で譲渡損益（清算損）を認識しないこととされています。そ

の代わりに、清算する子法人の残余財産が確定した場合に、その子法人に繰越欠損金があるときは、

親法人においてその繰越欠損金を引き継げることとなっています。 

すなわち、完全支配関係がある清算法人の残余財産が確定した場合には、その繰越欠損金を清算法

人の株主等に引き継ぐこととされていますが、一定の場合には繰越欠損金の引継制限の規定が設けら

れています。 

残余財産が確定した子法人の欠損金額について、子法人の株主等である親法人と子法人との間の支

配関係（発行済株式の50％超を直接又は間接に保有する関係）が５年前の日からある場合等を除き、

次のイ及びロに相当する欠損金額は、親法人のその残余財産の確定の日の翌日の属する事業年度以後

の各事業年度においてないものとされています。 

清算子法人の前10年（一定の場合は９年）内事業年度において生じた欠損金額のうち、 

イ 支配関係事業年度（株主等である親法人と子法人との間に最後に支配関係があることとなった

日の属する事業年度）前の各事業年度で生じた欠損金額 

ロ 支配関係事業年度以後の各事業年度で生じた欠損金額のうち特定資産譲渡等損失額（支配関係

前から親法人又は子法人が有していた含み損のある資産の純損失額）相当額からなる部分の金額 
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[第二問] 

出題概要 

⑴ 前提の確認 

① 業     種 ➜ 製造業 

② 資本金、資本準備金 ➜資本金70,000,000円、資本準備金10,000,000円 

③ 会 社 区 分 ➜ 大法人による完全支配関係がないため、当社は中小法人に該当します。

また、青色申告書を提出し、大規模法人に支配されていないため、当社は

中小企業者等にも該当します。 

 ⑵ 出題形式 

本問は、別表四、別表一型です。 

 

資料１ 

⑴ 納税充当金支出事業税等 

  納税充当金取崩額―（納税充当金取崩納付法人税本税＋納税充当金支出地法人税本税＋納税充当金

取崩納付住民税本税） 

⑵ 損金経理附帯税等 

本問の場合は、修正申告に係る法人税の延滞税と事業税の延滞金が該当します。 

 

資料２ 

⑴ 普通預金ｂ、定期預金ｃ 

短期外貨建資産等又は短期外貨預金に該当し、換算方法を選定していないため、期末時（本問の期

末は休日のためその前日時）換算法によります。 

⑵ 前渡金d 

外貨建資産等に該当しないため、換算不要です。 

⑶ 買掛金ｅ・前払費用計上もれ 

  為替予約をしており、短期外貨建資産等ですが、問題文に一括計上しない旨が書かれています。 

  また、為替予約は、原則、日数計算ですが、本問は月数計算の方が有利となります。 

 

資料３ 

同族会社の判定及び役員等の判定は、解答をご参照ください。 

役員給与の損金不算入の計算は次のとおりです。なお、本問は、不相当に高額な部分はないと問題文

にあることから、定期同額給与、事前確定届出給与及び業績連動給与のいずれにも該当しないものが損

金不算入となります。 

⑴ Ｆ 

700,000円から750,000円への改定は、通常改定、臨時改定事由による改定及び業績悪化改定事由に

よる改定のいずれにも該当しないものとなります。 
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⑵ Ｇ 

問題文に役員給与に該当するとあり、定期同額給与、事前確定届出給与及び業績連動給与のいずれ

にも該当しないため、損金不算入となります。 

⑶ Ｊ 

  使用人兼務役員となれない役員に該当し、使用人分賞与を支給していることから、その使用分賞与

は、定期同額給与、事前確定届出給与及び業績連動給与のいずれにも該当しないため、損金不算入と

なります。一方、使用人分給与は、定期同額給与に該当します。 

⑷ Ｈ 

  保険料の会社負担は、定期同額給与に該当します。 

 

資料４ 

事業年度が１年未満のため、償却率等の調整が必要です。また、償却方法を選定していないため、法

定償却方法によります。 

⑴ 事務所用建物Ｌ 

平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得した建物であるため、償却方法は旧定額法です。 

⑵ 機械装置ｍ 

平成24年４月１日以後取得の建物、建物付属設備及び構築物以外の有形減価償却資産の法定償却方

法は、200％定率法です。 

また、当期に事業供用したため、月数按分に注意が必要です。 

⑶ 中小企業者等の少額減価償却資産 

  本問は、常時使用する従業員の数が500人以下の中小企業者等であり、適用除外事業者に該当しない

ため、中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の適用があります。 

  ただし、年300万円（本問は225万円）以下に限られるため、法人有利に適用資産の選択をします。 

 

資料５ 

暗号資産（旧仮想通貨）で市場暗号資産に該当するため、短期売買商品の取扱いと同様となります。 

⑴ 取得価額 

 令和４年９月14日取得に係る売買手数料は、取得価額に算入すべき付随費用です。 

⑵ 譲渡損益 

選定の届出をしていないため、法定算出方法である移動平均法によります。当社では譲渡損益を計

上していないため、税務上の譲渡損益分を別表四で調整します。なお、交換も譲渡に該当します。 

⑶ 評価損益 

ＢＴＣについては、税務上の簿価を計算し、当社は評価損益を計上していないため、時価評価金額

と比較し、差額を調整します。 

ＥＴＨについては、8.05あり、＠520,000で取得していますが、期末時の時価は＠530,000となって

います。 
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資料６ 

① 指定寄附金等 Ｔ県立Ｕ高等学校100,000 

② 特定公益増進法人等 社会福祉法人Ｐ300,000＋株式会社Ｓ新聞社200,000＝500,000 

③ 一般寄附金 宗教法人Ｑ神社800,000 

④ 国外関連者 外国法人Ｒ社1,000,000 

（注） 海外で発生した震災に際しての義援金は、義援金配分委員会に拠出されるものではなく、日本

赤十字社に拠出されるものであるため、特定公益増進法人に対する寄附金となります。 



 

★オンラインでどこでも学習ＯＫ 
インターネットに繋がる環境があれば、自宅にいな
がら実力派講師の講義が受けられます。 
★後からでも、何度でも受講ＯＫ 
講義はすべて録画しているので、受講期間内で
あれば、後から好きな時に繰り返し見直せます。 
★スマホ・タブレットにダウンロードＯＫ 
モバイル端末に講義をダウンロードすれば、通信
料を気にせず、外出先でも学習できます。 

資料請求は 
こちら 

↓ 

 

 

 第 72 回税理士試験の受験お疲れ様でした。今年の本試験が終わると、多くの方は来年度、第 73 回税理士

試験受験に向けた準備を始められることと思います。 

 ネットスクールでは、試験翌週より令和５年度(第 73 回)税理士試験に向けた科目選びや講座選びに役立つ

イベントを YouTube で無料配信します。来年度の税理士試験に向け、ぜひご覧下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細はネットスクールホームページ をご 覧 下 さ

い。 https://www.net-school.co.jp/ または 『ネットスクール』で検索！ 

【開講オリエンテーション】 
や心構えをお伝えします。WEB 講座の受講の参考にして頂く開講に先立ち、科目別の効率的な学習方法

よう、受講生に向けたオリエンテーションの様子を収録し、YouTube にて公開いたします。 

科目  配信日程  

簿記論・財務諸表論  8 月 30 日(火)公開予定  

消費税法  9 月 1 日(水)公開予定  

法人税法  9 月 2 日(木)公開予定  

相続税法  9 月 5 日(月)公開予定  

国税徴収法  9 月 5 日(月)公開予定  

 

【無料説明会】 
各科目の概要や WEB 講座の特長・学習スタイルなどを生配信でお伝えします(国税徴収法は録画配信の
みとなります)。リアルタイムでご覧の場合、YouTube のチャット機能を通じた先生への相談も可能です。 

科目  配信日程  

簿記論・財務諸表論  8 月 9 日(火)19:30～ 

消費税法  8 月 10 日(水)19:30～ 

法人税法  8 月 9 日(火)19:30～ 

相続税法  8 月 12 日(金)19:30～ 

国税徴収法  8 月 28 日(金)公開予定  

 

【無料体験講義】 
各科目の初回 OUTPUT 講義の様子も、YouTube で公開します。ぜひ、実際の講義を体験してみて下さい。 

科目  配信日程  

簿記論  9 月 6 日(木)公開予定  

財務諸表論  9 月 9 日(金)公開予定  

消費税法  9 月 12 日(月)公開予定  

法人税法  9 月 12 日(月)公開予定  

相続税法  9 月 12 日(月)公開予定  

国税徴収法  9 月 22 日(木)公開予定  

 

※都合により予告なく変更となる場合がございます。ご了承ください。 


